
 

 

 

 

 

 

 

 

 

Tax Analysis 
 

中国における資源税の全面的改革

の幕開け – 河北省における水資源

税改革の試行 
 

 

財政・税務体制改革の深化、資源の節約と集約利用の促進、資源税改革の全面的推進のた
め、財政部と国家税務総局は 2016年 5月 9日に共同で「資源税改革の全面的推進に関す
る通知」（財税[2016]53号、以下「53号通達」）と「資源税改革の具体的な政策問題に
関する通知」」（財税[2016]54号、以下「54号通達」）を公布し、さらに水利部と共同
で「『水資源税改革試行暫定弁法』の印刷・発布に関する通知」（財税[2016]55号、以下
「55号通達」）1を公布し、河北省において水資源税改革を試行する旨を通知した。 

 

 

資源税の沿革及び改革の方向性 
 

国務院は 1984年 9月 18日に「中華人民共和国資源税条例（草案）」を公布し、当年 10

月 1日から、原油、天然ガス、石炭などの鉱物資源を対象として、資源税の徴収を開始し
た。続いて 1993年に「中華人民共和国資源税暫定条例」（以下、「暫定条例」）を公布

するとともに、上述の条例草案を廃止し、さらに 2011年に「暫定条例」の改正を行っ
た。国務院の批准を経て、新疆地区において先行して 2010年 6月から原油、天然ガスを
対象とする資源税改革（従価税方式への移行）が実行された。2014年からこれまで、資
源税改革の推進は加速しており、財政部と国家税務総局は原油、天然ガス、レアアース、
タングステン、モリブデンなどを対象として、相継いで資源税改革政策を公布した。
2016年 53号通達の公布を以て、正式に資源税の全面的な改革が幕を開けた。 

 

資源税の歴史的な沿革（下図）から分かるように、資源税制度は確立と整備の過程で、徴
収範囲、徴収方式などの面で何度も調整が行われており、今回の改革は“従量税方式”から
“従価税方式”への移行、“清費立税（各種費用徴収から徴税への移行）”、“徴収範囲の拡大”

に主眼を置いている。 
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資源税改革の全面的推進 

 

53号通達を始めとする一連の通達の公布により、資源税改革は 2016年 7月 1日から全面
的に推進されることとなった。これは、営業税から増値税への徴収改革以来の、大規模な
税制改革となる。今回の改革は、“清費立税”と従価税方式の全面的な実施を通じて、資源
関連の税金と費用の関係を見直し、公平で合理的、効率的な徴収管理ができる資源税制度
を構築し、その財源創出、経済調整、資源の節約と集約利用、生態環境保護の役割を高め
る。 

 

今回の資源税改革の主な内容は下記の通りである。 

 

 資源にかかる税金と費用の二重徴収の解消 

  

 これまで鉱物資源にかかる費用基金が各地において多数存在し、それらの費用は

徴収対象、調節機能等が同じ或いは類似しており、資源にかかる税金と費用の二

重徴収が発生し、企業に大きな負担を強いた。 

 

 今回の改革により、全カテゴリの資源にかかる鉱物資源補償費の料率がゼロに引

き下げられ、価格調整基金の徴収が停止された。また、地方政府が規定に違反し

て設けた鉱物資源を対象とする各種費用基金の取り締まりが実施され、地方にお

ける各レベルの財政部門と関係部署により、鉱物資源関連の費用基金に対する全

面的な整理を行うよう要求した。これにより、更なる費用と税金の関係の規範化

を図り、企業に良好な政策環境を提供する。 

 

 フレキシブルな税収調節機能の強化 

 

 中国における資源税は長期に渡り、従量税方式で徴収されてきた。従量税方式で

は、固定化された税額は資源の価格と直接的に関係しないため、市場相場、需給

関係などの要因で資源の価格が変動しても、税額は自動変動せず、税収による自

動調節機能の効果は小さい。 

 

 今回の改革を通じて、従価税方式で徴収する税目を拡大し、課税対象範囲の規範

化と徴税機能の整備を行う。従量税方式から従価税方式へ全面的に移行すること

により、資源税と資源製品価格の直接的な関連性が強化され、資源製品価格の変

動に応じて、資源税による自動調節機能が十分に発揮される。 
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 資源税徴収範囲の拡大 

 

 河北省において、地表水と地下水を課税対象とする水資源税の徴収を試行する。（詳細については、後述を参

照） 

 

 その他の天然資源を段階的に課税範囲とするよう検討する。また、各省レベルの政府は現地の実情を勘案した

上で、森林、草原、干潟などの資源の開発利用状況に基づき、具体的な資源税徴収案を提出し、国務院の批准

を経て実施することができる。 

 

 

河北省における水資源の"費改税"試行 

 

53号通達と 55号通達の方針に従い、今回の改革では、水
資源を資源税の徴収範囲にとし、河北省において水資源税
の徴収試行を行う。河北省人民政府から「河北省水資源税
改革試行実施弁法」（以下、「弁法」）が公布され、2016

年 7月 1日から施行された。弁法の規定により、特殊な状
況を除き、取水工事または施設を用いて河川、湖沼（ダム
を含む）及び地下から水資源を採取する組織単位と個人

は、水資源税の納税者とする。現在、河北省における水資
源税の徴収は既に正式に開始されている。 

 

水資源の“費改税” 

 

今回の水資源税改革試行の要の一つである“費改税”、即ち、これまで地方水利部門が徴収を行ってきた水資源費を正

式な国家税収の一税目に改め、地方税務局に徴収を担当させることによって、税の強制性と規範性を以て、水資源に
対するコントロールの強化と、水資源の効果的な配置を図る。 

 

用水多消費業種に与える影響及び対応策のアドバイス 

 

河北省における今回の水資源税の徴収試行について、税制のシステム上は基本的に水資源費の徴収方式を踏襲する形
となっており、原則として正常な生活用水の生産に影響を及ぼすことはなく、水資源にかかる税負担の安定化を図っ

ている。ただし、55号通達及び弁法の規定により、地下水の過剰採取地区における地下水の採取、特殊業種における
水の採取、採取計画或いは採取配給量を超過した水の採取に対して、税額基準を高く設定する方法を取っている。例
として、河北省における水資源税の税額基準2（区の行政単位を有する市における、公共供水の範囲に適用される）は
下記の通りである（単位：元/㎡）。 

 

                               区域 

業種注 

非過剰採

取地区の

納税者 

一般過剰採

取地区の納

税者 

重度過剰採取地

区の納税者 

地表水 
工商業 0.5 

特殊業種 10 

地下水 
工商業 3 4.2 6 

特殊業種 40 60 80 

注：“工商業”は農業と都市における公共供水業を含まない。“特殊業種”は洗車、浴場、ゴルフ場、スキー場を含む。 

 

河北省は、2014年に公布された「河北省人民政府：平原地帯における地下水過剰採取地区、採取禁止地区と採取制限
地区の範囲公表に関する通知」（冀政函[2014]61号）において、地下水過剰採取地区などの区域範囲を詳しく規定し
ている。例えば、石家庄市区（井陘鉱区を除く全域）はすべて重度過剰採取地区に指定されており、唐山市は一般過
剰採取地区（例えば古冶区西部、開平区北部、豊潤区中部など）と重度過剰採取地区（例えば、路北区と路南区全
域、開平区南部、豊潤区中東部など）が混在している。 

 

今回の水資源税改革は、原則として住民と企業による用水の総合的なコストを増やさないように配慮する一方、規定
量以上の水を使用する企業、及び過剰採取地区において水を採取する企業に対し、高い税額基準を適用することによ
って、水資源の使用を調整している。従って、用水多消費業種は、水の採取と使用の構造によっては、税負担面で大
きな差をもたらす可能性がある。 

 

                                                
2 「河北省人民政府：河北省における水資源税改革試行実施弁法の印刷・発布に関する通知」（冀政発[2016]34号）より抜粋 



水資源の“費改税”から影響を受ける可能性のある用水多消費業種3は下記を含む 

 石炭採掘及び洗炭、選炭  非金属鉱物の採掘・選別  化学原料と化学製品の製造 

 電力、熱力の生産と供給  非金属鉱物製品の製造  石油加工、コークス製造、核

燃料加工  紡績 

 製紙及び紙製品の製造 

 非鉄金属製錬及び圧延加工 

 鉄系金属製錬及び圧延加工 

 

用水多消費企業は、自身の生産の特徴と水採取・使用の構造状況に基づき、水資源税改革試行の関連政策を踏まえ
て、税負担及び製造原価の面で水資源の“費改税”から受ける影響を予め評価するとともに、技術のアップデート、業
務構造の改善、グループ内の再配置を通じて、資源税の税負担の最適化を図る必要がある。対応措置として、生産技
術の革新による水資源使用の最適化、低コストの新エネルギーの採用、グループ内機能及び区域分布の再配置、地下
水採取を行う地域への調整などが考えられる。 

 

関連法規の公布を以って、中国における資源税改革は 2016年 7月 1日から全面的に推進されることとなった。デロ

イトの間接税サービスチームは引き続き、資源税改革の政策及び徴収試行の動向に留意し、アップデート及びコメン
トを適時に提供させていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                
3 業界分類については「国民経済業界分類」(GB/T 4754-2011)を参照 
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